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山北 文也 F U M I YA YA M A K I TA

取締役 
常務執行役員  
CFO

強固な事業基盤と高いキャッシュ創出力を、
持続的な企業価値向上につなげる

CFOとして“現場”の価値を企業価値向上につなげる

　いすゞの企業価値は、世界中の物流・人流を支える“現場”で日々生

み出されています。お客様の事業を止めないために車両の稼働を守

り、社会の「運ぶ」を支え続ける。その一つひとつの積み重ねが、当社

の収益力とキャッシュ創出力の源泉です。CFOとして私が果たすべき

役割は、この“現場”で生み出される価値を財務の視点で捉え、成長投

資、財務健全性、株主還元のバランスを取りながら、持続的な企業価

値向上につなげていくことであると考えています。

　数字は結果であり、その背景には、お客様の声、販売・サービスの

“現場”、開発・生産の“現場”、サプライヤーや架装パートナーとの協

業など、様々な“現場”があります。財務戦略は“現場”から離れたとこ

ろで創るものではありません。“現場”で起きている変化を正しく捉え、

限られた経営資源を、より価値を生む領域に配分することで、挑戦す

る“現場”を財務面から支えること。これが、私の考える「挑戦を支える

財務」です。

逆風下でも高収益を維持できる事業基盤

　2026年3月期は、当社の重要市場であるタイにおいて記録的な低

迷が続いたことに加え、米国関税政策の影響、資材費・物流費の上

昇、地政学リスクの顕在化など、複数の逆風に直面しました。こうし

た外部環境は、販売台数、収益の両面で明確なマイナスインパクトと

なっており、決して楽観論で乗り越えられるものではありません。
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CFO MESSAGE

　それでも、いすゞは従来に比べて高い収益水準を維持しています。

2026年3月期の営業利益は2,037億円となり、前期比258億円の減

益となりましたが、過去の同程度の販売台数であった2021年3月期と

比較すると、高い収益水準を維持しています。これは、前中期経営計

画を通じて構築してきた安定的な収益基盤が着実に進化していること

を示しています。商用車事業は景気循環の影響を受けますが、当社の

収益構造は新車販売のみに依存していません。新車販売後のアフター

セールス事業が、安定的収益を支える強い基盤となっています。点検・

整備は景気変動の影響を受けにくく、車両が稼働し続ける限り必要と

されるサービスです。アフターセールス事業の売上は、10年で約2.2

倍に拡大しており、これは、景気変動に対する耐性が高まっていること

の証左です。

　また、タイ市場の低迷は大きな逆風ですが、アセアン、中近東・ 

アフリカ、北米など、当社が注力する成長市場で収益機会を着実に取

り込んでいます。タイ市場が厳しい局面であっても、単に市況回復を

待つのではなく、全社として利益を確保できる体質を磨くべく、アフター

サービスの強化、地域別の商品戦略、コスト削減を通じて、収益基盤

をさらに強化していきます。

営業キャッシュ・フロー＋研究開発費 推移
（億円）

2026/32025/32024/32023/32022/32021/32020/32019/32018/32017/3

4,054

2,428

注1.  2025年3月期以降はIFRSに基づき作成。2024年3月期以前は日本基準に基づき作成
注2.  研究開発費は、報告期間中に発生した研究開発活動に係る支出額であり、IFRS上の研究

開発費とは異なる

“現場”から生み出される営業キャッシュ・フローを

成長の源泉に

　私がCFOとして特に重視しているのは、営業キャッシュ・フローの

創出力です。利益は企業活動の重要な成果ですが、将来成長への投

資、研究開発、財務健全性の維持、株主還元を実行する原資はキャッ

シュです。当社は、投資原資を示す管理指標として重視している、営業

キャッシュ・フローに研究開発費を加えた「キャッシュ創出力」を、

2017年3月期の2,428億円から2026年3月期には4,054億円まで

着実に高めてきました。2030年に向けた成長ストーリーを実現する

ためには、このキャッシュ創出力をさらに強化し、かつ、規律ある形で

配分していくことが不可欠です。

　このキャッシュ創出力は、事業モデルそのものに根ざしています。商用

車は、物流・人流・建設・生活物資の供給などを支える社会インフラで

あり、長期間にわたり安定的な稼働を支えることで、価値が生まれます。

　世界150以上の国・地域に広がる販売・サービス網、国内400拠点

以上・海外3,500拠点以上のサービスネットワーク、そしてお客様との

長期にわたる信頼関係が、継続的な顧客接点を生み出しています。当

社の事業は、単なる売り切り型のビジネスではありません。お客様の

声や稼働データを商品企画・開発にフィードバックし、次の商品・サー

ビスの競争力向上につなげることで、顧客価値を起点とした循環が生

まれます。企画・開発、多品種高効率生産、品質のつくりこみ、商品提

供・販売、アフターサービスという5つの強みを磨き続けることが、 

営業利益・グローバル販売台数推移
（億円）

2026/32025/32024/32023/32022/32021/32020/32019/32018/32017/3

957億円
2,931億円 2,037億円

 営業利益　  LCV（万台）　  CV（万台）

コロナ禍以降の
安定的な成長

57.7万台
66.6万台

55.5万台
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く、持続的なものにしていきます。

“現場”の挑戦を支える成長投資と投資規律

　いすゞは中期経営計画「 ISUZU Transformation - Growth to 

2030（ IX）」において、2031年3月期に売上6兆円、営業利益率

10%以上、ROE15%以上を目指しています。また、イノベーション投

資1兆円、既存事業投資1.6兆円、合計2.6兆円規模の投資を計画し

ています。

　イノベーション投資は、将来成長に不可欠です。自動運転、コネク

テッドソリューション、カーボンニュートラルなど、商用車を取り巻く環

境は大きく変化しています。お客様が求める価値も、単なる車両性能

から、稼働・運行効率、環境対応、安全性、データ活用へとますます広

がっています。こうした投資は、すぐに収益につながるものではありま

せんが、5年後、10年後の当社の競争力を維持・向上させるためには

必要なものです。強いキャッシュ・フロー創出力を背景に、必要な挑

戦を継続していきます。

　同時に、既存事業の維持・強化のための投資も欠かせません。この

投資を怠れば、将来のキャッシュ創出力は徐々に低下しかねません。

既存事業の維持・強化と新事業への挑戦の両輪を回し、「運ぶ」を支

える力と「運ぶ」を創造する力を高めていきます。

　一方で、投資額が大きければ良いというものではありません。不確

実性の高い時代だからこそ、投資規律が重要です。すべての投資案件

について、戦略適合性、収益性、リスク、投資回収の見通しを丁寧に確

認し、必要に応じて計画を見直していきます。また、投資前の審査だけ

でなく、投資後のモニタリングを強化し、想定した成果が得られてい

るか、環境変化に応じた修正が必要かを継続的に確認しています。こ

れは、財務が“現場”の挑戦を止めるためではなく、挑戦の確度を高め

るための取り組みです。

　特に新事業への投資には、短期的な収益化が見えにくい上に、長

期的な見極めも難しい案件があります。しかし、長期的な競争力につ

ながる投資については、リスクを正しく把握した上で、“現場”の挑戦を

支えるべく、必要な意思決定を行っていきます。

CFO MESSAGE

“現場”で生まれる価値を安定した収益とキャッシュに転換する力に

なっています。世界約431万台の商用車保有台数は、今後のアフター

セールス事業拡大とキャッシュ創出力強化に向けた重要な基盤です。

この基盤をさらに活かすことで、当社のキャッシュ創出力を一段と高

めていきます。

　当社の企業価値向上ロジックは明確です。強固な事業基盤から営

業キャッシュ・フローを創出し、そのキャッシュを既存事業の維持・強

化、将来成長につながるイノベーションへの挑戦、財務健全性の維持、

株主還元に適切に配分する。そして収益力と資本効率を高め、

ROE15%以上の達成を通じて企業価値を向上させる。この循環を強

イノベーション投資：  設備投資　  研究開発費
既存事業投資：  設備投資　  研究開発費

投資計画
（億円）

1,109

1,274

130
12

1,000

1,341

370
88

1,100

1,390

600
210

290
440

1,222

1,140
750

1,000

1,100

350

2024/3 
（実績）
日本基準

2025/3
（実績）
日本基準

2026/3 
（実績）

2027/3 
（計画）

2028/3～2031/3
平均（目標）

前中計期間 現中計（IX）期間

2024年3月期～ 
2031年3月期
（8年累計）

2.6兆円

研究開発費

1.3兆円

設備投資

1.1兆円

事業投資

2,000億円

＋

＝

＋

アフターセールス事業売上推移
（億円）

2026/32025/32024/32023/32022/32021/32020/32019/32018/32017/3

6,210

2,828

4,1604,160

2,0502,050

 国内　  海外

売上 
＋120%

2021年4月
UDトラックスグループ化
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CFO MESSAGE

財務健全性と資本効率を誠実に両立させる

　当社の財務戦略において、財務健全性の維持は事業継続と成長投

資の前提です。商用車事業は社会インフラを支える事業であり、安定

供給、サービス継続、品質保証に対する責任があります。市場環境が

悪化したときにも、必要な投資や事業運営を継続できる財務基盤を

維持することは極めて重要です。当社としては、主要格付機関からA

格以上の信用格付を維持することが、当社の事業安定性を社外から

評価していただく上で重要な意味を持つと考えています。具体的には、

リースなどの金融事業を除いた自動車事業において、自己資本比率

40%以上、かつネットキャッシュがプラス、または数年内にプラスと

なる状態を一つの目安として意識しています。

　一方で、単に自己資本を積み上げるだけでは、資本効率の向上には

つながりません。当社はIXにおいてROE15%以上を掲げています。こ

れは利益成長の目標であると同時に、株主資本コストを上回る資本

効率を実現するべく、自己資本を適切にコントロールする経営へのコ

ミットメントです。収益力の向上に加え、運転資金効率化を含むキャッ

シュマネジメントの強化、資産効率の改善、投資回収の徹底を通じて、

自己資本の適正な運営を進めます。また、財務健全性を維持しつつ、

必要に応じて有利子負債も活用し、資本効率を高めていきます。

　株主還元については、中期経営計画期間中、配当性向40%以上を

基本方針とし、安定的な配当成長を目指します。自己株式取得につい

ても、財務状況、投資機会などを総合的に勘案し、機動的に実施して

いく方針です。結果として、配当と自己株式取得を合わせた株主還元

は、2024年3月期から3期連続で1,000億円を超える水準となってい

ます。重要なのは、成長投資、財務健全性、株主還元を対立するもの

として捉えないことです。安定的かつ強固なキャッシュ創出力がある

からこそ、将来投資を行いながら、財務健全性を維持し、株主還元も

継続できます。このバランスを誠実に実行していくことが、当社の資本

政策の基本です。

企業価値を資本市場評価へつなげる

　近年、当社に対する投資家の皆様の関心が一段と高まっていること

を、肌で感じております。そうした期待に応えること、つまり資本市場か

らの評価を向上させることは、重要な経営課題の一つであると認識して

います。ここ数年で見ると、我々のTSR指標（株主総利回り）は、TOPIX

を上回ることができていますが、さらなる市場評価の向上のためには、

市場との対話を継続的に積み重ねることが重要であると考えています。

株主還元の推移
（億円） 

2025/3 2026/32024/32023/32022/3

513 614 702 670 638

500
750

500
40.5% 40.4%

68.1%

101.4%

84.4%

 配当額　  自己株式取得額　   総還元性向（%）

長期債券格付

自動車事業の財務健全性

ムーディーズ

 A3

ネットD/Eレシオ： 0.00倍
現預金と有利子負債が概ね同水準

自己資本比率： 45.3%

格付投資情報 
センター（R&I）

A

日本格付研究所
（JCR）

 A+

2026年3月31日時点
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　現時点では残念ながら、いすゞの事業基盤やキャッシュ創出力、将

来成長の蓋然性を、資本市場に十分に伝えきれていないと私は感じ

ています。商用車事業は、新車販売台数や特定地域の市況変動に注

目されやすい一方で、保有台数を基盤としたアフターサービス、グロー

バルな販売・サービス網、長期的なお客様との関係が生み出す安定

収益については、まだ十分に伝えきれていません。これは、市場評価

をさらに高める余地があることの裏返しでもあります。

　今後は、国内外の投資家の皆様との対話をさらに深め、いすゞ固有

のビジネスモデル、キャッシュ創出力、資本配分の考え方をより明確

に発信していきます。特に海外の投資家の方々に対しては、当社が単

なる景気動向に左右されるトラックメーカーではなく、社会インフラ

を支える商用モビリティソリューションカンパニーとして、安定した

キャッシュ創出力と成長機会をあわせ持つ企業であることを、より丁

寧に説明していきます。これまで以上に、我々が考える企業価値向上

への道筋を、投資家の皆様によりしっかりとお示しすることに、力を尽

くす所存です。

　市場との対話は、説明する場であると同時に、私たちが学ぶ場でも

あると感じています。投資家の皆様からのご意見を真摯に受け止め、

経営に活かしていく。その積み重ねが、資本市場からの信頼を高め、

企業価値向上につながると考えています。

“現場”の挑戦を支える財務として、

企業価値向上に責任を果たす

　2030年に向けた成長ストーリーは、決して平坦な道のりではあり

ません。タイ市場の記録的な低迷は回復の兆しが見えず、米国関税政

策による影響は続き、資材費・物流費の上昇基調は変わらず、中東情

勢をはじめとする地政学リスクが顕在化する中で、技術革新のスピー

ドもさらに加速しているように、当社を取り巻く環境は大きく変化し

続けています。しかし、いすゞが社会に提供する価値の重要性は変わ

りません。お客様の事業を支え、物流を支え、人々の暮らしを支える。

その使命を果たし続けるために、私たちは変化を恐れず、挑戦を続け

ていきます。

　いすゞの強みは、“現場”にあります。お客様に向き合い、車両の稼

働を支え、課題を解決し続けてきた“現場”の力が、当社の収益力と

キャッシュ創出力の源泉です。その力を理解し、事業の本質を見極め

ながら、経営資源の配分により企業価値を高めていくことが、CFOと

しての私の使命です。今後も、強固な事業基盤と高いキャッシュ創出

力を活かし、成長投資、財務健全性の維持、株主還元を高い次元で

両立させながら、持続的な企業価値向上を実現してまいります。

CFO MESSAGE

10万円投資後の資産価値推移（配当金の再投資含む）
（万円）

2025/3 2026/3

51.9

39.5

28.7

2024/32023/32022/32021/32020/3
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  配当込みTOPIX（比較指標）　  いすゞ株
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TO BE

　私は、人的資本経営を推進する上で重要なのは、人事関連施策を着

実に実行し、定着させることに加え、社員の成長と組織能力の向上を通

じて、経営戦略の実現と企業価値向上につなげることだと考えています。

当社では2025年にCHROを設置しました。CHROは、単なる人事部門

の責任者ではなく、経営チームの一員としてCSOやCFOと連携しなが

ら、人財面から事業を支える役割を担っています。

　事業環境が大きく変化する中、企業の持続的な成長の源泉となるの

は、人財です。会社が持続的に成長するためには、社員が安全・健康を

基盤として働きがいを持ち、自ら成長を実感しながら能力を最大限発揮

できる環境を整えることが不可欠です。それが組織としての実行力を高

め、結果として企業価値向上につながると考えています。

　以上を踏まえ、今年度、人財戦略をさらに発展させるため、3つの柱に

改めて整理しました。この3つの柱のもと、重点施策を着実に実行し、人

と組織の力を継続して高めてまいります。

企業価値向上を実現する人的資本経営

　2024年からいすゞ自動車本体に新人事制度を導入しています。この

制度のもと、職務を軸とした人財マネジメントへの転換、人財ガバナン

スの強化、社内公募制度によるキャリア自律の促進、上司とのOne on 
One面談を通じたコミュニケーション活性化やビジョン浸透、HRBP※

配置による事業と人事の接続および職場支援など、様々な取り組みを進

めています。導入から日も浅く、定着には時間を要しますが、今後のグ

ループ各社への展開も見据え、着実に実行してまいります。

　私自身、経営の立場から現場との対話を重ねる中で、制度を導入する

こと以上に、その運用を通じて現場の声を丁寧に拾い上げ、改善を積み

重ねることの重要性を実感しています。例えば、毎年のエンゲージメント

サーベイでは、中間管理職層の負荷の高さが課題として明らかになりま

した。この結果を踏まえ、管理職支援や対話機会の拡充などの施策を重

点的に進めた結果、今年度の調査では改善が見られており、施策の効果

が着実に現れ始めています。引き続き、多様な専門性を持つ人財の確

保・育成や、挑戦を後押しする組織カルチャーの進化なども含め、継続

的な改善に取り組んでまいります。

　人的資本経営で目指しているのは、制度そのものではなく、人の成長

が組織の成長につながり、その成果が企業価値向上へ結びつく好循環

を生み出すことです。今後も人と組織の力を高め、「地球の『運ぶ』を創

造する集団」の形成を通じて、企業価値向上につなげてまいります。

※  HRBP（Human Resource Business Partner）：各部門担当の人事。各部門や職場が目指す
姿を実現するため、人事的側面での課題特定やアクション実行をサポート。

① IX実現のための組織設計を踏まえた最適な要員計画策定と人財確保

②  個人の成長と企業成長を結びつけ、適正な配置や評価、育成等を実
現する人事制度の定着

③ 働きがい向上による組織能力の発揮

　「ISUZU Transformation – Growth to 2030 （IX）」実現に向け、「ISUZU ID」を起点に、経営・財務戦略と連動した人財マネジメント基盤を整備

し、社員一人ひとりの成長をさらなる事業成長へつなげていくことを目指しています。

CHRO MESSAGE

取締役副社長 
CHRO

 髙橋 信一

商用モビリティソリューションで地球の
「運ぶ」を創造する集団の形成

商用モビリティソリューションを生み出
すための資金の獲得と配分、それに伴う
市場との対話

ISUZU Transformation
（IX）商 用モビリティソ
リューションカンパニーへ
の進化

地球の「運ぶ」を創造する

社会課題解決を通じた社会的価値の創出
“社会的価値の対価” としての経済的価値の獲得、企業価値向上

CSO
Chief Strategy Officer
経営戦略の策定・推進

CEO
Chief Executive Officer

経営方針の決定

CHRO 
Chief Human Resource Officer

経営戦略と連動した 
人財戦略の策定・推進

CFO
Chief Financial Officer

経営戦略を実現するための 
財務戦略の策定・推進

経営戦略の実現に向け目指す個人と組織の能力向上

人財戦略の
3つの柱

人財流動性 
向上

戦略実装 
スピード向上

DX実行力 
向上

イノベーション 
創出

意思決定の 
質向上

— 組織 —
プロ集団への進化

— 個人 —
相互成長

— 目指す人財像 —
• 多様な専門性
• グローバル視点
• 意思決定力

• 実行力
• 挑戦心
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　経営戦略の実現および企業価値の持続的向上に向け、人財に関する3つの柱として「IX実現のための組織設計を踏まえた最適な要員計画策定と人財確保」、「個人の成長と企業成長を結びつけ、適正な配置や評価、育成等を

実現する人事制度の定着」、「働きがい向上による組織能力の発揮」に取り組んでいます。

経営戦略を実現する人財戦略の柱

経営戦略としての商用モビリティソリューションカンパニーへの進化および
財務戦略と連動した組織・ポジション・人財構成を整える

職務基盤・ 
人財リソース

・職務の責任・役割・期待の明確化（2025年3月期） 
・必要リソースの把握と全社コントロール（2026年3月期）

経営との接続
・経営組織と連動した要員計画の策定（2027年3月期） 
・CFO組織と連携した、経営管理指標の整備（2027年3月期） 

組織カルチャー醸成 
・エンゲージメントサーベイに基づく課題解決アクション（2025年3月期）
・外部研修基盤の活用と成長プラン策定によるキャリア自律支援（2025年3月期）

安全と健康 
・CEOを最高責任者とした、グループ全体の安全・健康活動 
・従業員一人ひとりの心身の健康を支える健康経営の推進 

人事制度の定着

・One on One面談の定着（2025年3月期）
・次世代経営人財および戦略人財の計画的育成（2025年3月期）
・社内公募制度の導入（2026年3月期）
・配置・評価・育成を連動させる人財成長サイクルの運用改善（2027年3月期）

運用基盤の整備
・HRBPの設置および事業との伴走（2024年3月期） 
・人事システムの刷新（2025年3月期）

新人事制度の配置・評価・報酬・育成等の運用基盤確立および
一貫した運用により、個人の成長と企業の成長を結びつける

安全・健康を基盤に、本人の自律・挑戦、上司のマネジメント、
組織カルチャーを高め、継続的に成果を生み出す組織能力を強化する

人
財
戦
略
を
通
じ
て
組
織
と
人
財
の
能
力
を
高
め
︑

経
営
・
財
務
戦
略
と
連
動
し
企
業
価
値
の
持
続
的
向
上
を
実
現
す
る

①IX実現のための組織設計を踏まえた最適な要員計画策定と人財確保

②個人の成長と企業成長を結びつけ、適正な配置や評価、
育成等を実現する人事制度の定着

③働きがい向上による組織能力の発揮

人財戦略の3つの柱 実施施策   （）内は開始期
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人事制度の定着
　人財戦略では、人事制度の定着を通じて社員一人ひとりの成長と主体的な

キャリア形成を支援しています。人財成長サイクルの考え方に基づき、「成長

機会を見出す」「仕事で成長する」「成長が報われる」という循環を通じて、社

員の成長意欲を引き出し、個人の成長を組織能力の向上につなげています。

人財成長サイクル

キャリア支援
　One on One面談や社内公募制度などを通じて、社員一人ひとりが主体

的にキャリアを考え、新たな挑戦へ踏み出せる環境づくりを進めています。

ここでは、その一例として、社内公募制度を活用して新設部署へ異動した社

員へのインタビューをご紹介します。

主要な活動の状況

人事制度の定着（キャリア支援）
　人財戦略では、人事制度の定着を通じて社員一人ひとりの成長と主体的なキャリア形成を支援しています。ここでは、社内公募制度を活用し、新たな仕事に挑戦した社員の事例をご紹介します。

TOPICS    自ら選んだキャリアが、成長と挑戦につながった

社内公募制度を活用し、2025年10月に新設されたデジタル推進部デジ

タル企画グループへ異動した3名に話を伺いました。現在は、ChatGPT
ハンズオン研修など、全社のデジタル教育を担当しています。

「自分で選びたい」という想いが、公募への一歩になった

上川　私は入社以来8年間、エンジン設計に携わってきました。専門性

をさらに磨く道もありましたが、より広い視野で仕事をしたいと考え、公

募制度を活用しました。DXを通じて会社全体の変革に携われる仕事に

魅力を感じ、異動を決めました。

池田　私は生産部門で業務改善のためにデータ可視化ツールなどを自

作し、その経験が自分の強みになると考えていた時、公募を見つけ、「ま

さに自分がやりたい仕事だ」と感じました。

田添　私は海外営業のバックオフィスに所属していましたが、人財育成

に携わりたいという思いが強くなっていました。営業部門の中ではその

実現が難しいと感じていましたが、AI活用という新しい領域で人財育成

を担う公募を見つけ、「ここしかない」と思い応募しました。

「やりたい」と手を挙げた仲間だから、乗り越えられた

上川　お互いバックグラウンドが違うので、最初はあまり話が弾まなかっ

たですね。

田添　そうですね。ただ、全員やりたいと言って手を挙げて来たメンバー

だったので、モチベーションは高く、目標も明確でした。部署が発足した

翌月には、いすゞ本体の原則全社員を対象とした研修を開始するという

非常にタイトなスケジュールでしたが、一人ひとりの高い熱意を原動力

に新しい組織を立ち上げることができました。

池田　慌ただしい毎日でしたが、仕事を通じて自然と信頼関係が生まれ、

チームになっていったと感じています。

公募制度が、自分のキャリアを変えた

上川　自分で選んだ仕事だからこそ最後までやり切りたいという気持ち

があります。今では、この分野をさらに深めていきたいと思っています。

池田　「自分は主体的にキャリアを築けているのだろうか」と考えたこと

もありました。でも今回、公募制度によって自ら新しい一歩を踏み出せま

した。今後またキャリアの分岐点が来ても、自分で道を切り拓けるという

自信につながっています。

田添　これまでローテーションで異動した際には納得感が薄いこともあ

りましたが、今回は明らかに自分がハンドルを握り、自身のキャリアを選

び取ったという実感があります。この経験をこれから公募に挑戦する人

たちにも伝え、いすゞに貢献していきたいと思います。

デジタル推進部
デジタル企画グループ

池田 義宣（左）

アソシエイトマネージャー

田添 洋貴（中央）

上川 達也（右）

1. 成長機会を見出す
• キャリアパス
•  ジョブディスクリプション作成
• 成長プラン
• 公募

3. 成長が報われる
• タレントレビュー
• サラリーレビュー

2. 仕事で成長する
• 職務アサイン
• 成長目標設定
• One on One
• 自己開発支援
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主要な活動の状況

働きがい向上（エンゲージメント／多様性）
　人財戦略では、多様な人財が能力を発揮し、働きがいを感じられる環境づくりを進めています。  
　また、2024年4月から実施しているエンゲージメントサーベイをもとに、社員一人ひとりの想いを定期的に集約・多角的に分析し、施策の影響や職場環境の把握と改善を図っていきます。  

エンゲージメントサーベイ結果と分析
　2026年7月に実施したサーベイではエンゲージメント肯定的回答率が51%

（前年比＋2pt）という結果でした。2024年のサーベイ開始時から少しずつで

はありますが、改善が進んでいます。一方で目標達成までのギャップはまだ

19ptと大きく、人財戦略の着実な実行が重要な鍵と考えています。

サーベイ結果を活用した職場改善の取り組み
　昨年度のサーベイで中間管理職層の課題が明確になりました。この原因

としては、商用モビリティソリューションカンパニーへの進化に向けた取り

組みがスピード感を持って進む中、経営と現場をつなぐ役割を担う中間管

理職層の負荷が特に上昇している点にあると分析しています。

　会社の中核の一翼を担う中間管理職層の課題を解決することは、当該社

員層のエンゲージメントを改善することにとどまらず、会社全体に関わる本

質的な問題への対応にもつながると捉え、改善に取り組んでいます。

　具体的な例として、中間管理職を補佐する役職（アソシエイトマネー

ジャー）を新たに設置することで負担軽減や役割の明確化を推進するととも

に、経営陣とのコミュニケーションの機会を集中的に設け、課題感や会社

の方向性についての共有・対話を行い、今年度一定の改善効果が出ました。

また、各職場ではサーベイ結果を踏まえた改善活動を進めています。今後

は、各職場で実施した施策の好事例や改善効果を把握・共有し、効果的な

取り組みを全社へ横展開することで、継続的な職場改善と組織能力の向上

を図っていきます。

多様な人財の活躍  
　年齢・性別・国籍・障がいの有無・就業環境・雇用形態などの違いを認

め、活かすことで、従業員の働きがい向上や新たな発想、価値の創造による

企業の競争力向上が期待できると考えます。属性やライフステージを問わ

ず働きやすい環境に向けて、各種施策に取り組んでいます。女性管理職比

率は前倒しで目標を達成しました。今後は、育成機会のさらなる拡大や柔

軟な働き方の整備等を含め、新たな目標設定を検討していきます。（計画期

間：2024年4月1日から2027年3月31日までの3年間）

目標

① 女性管理職比率を引き上げ、自動車業界の上位水準（4.7%目標）にする※

② 育児と仕事を両立する社員に対する理解促進のため、育児中の男性社
員が育児休業を取得（100%目標）する

※ 同業他社等を参考

2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

女性管理職比率 3.7% 4.9% 5.3%
男性育児休業取得率※ 88.0% 87.2% 89.5%

※ 「育児休業」と「出生時特別休暇」を含めた取得率

多様な働き方
　いすゞでは、多様な人財が活躍できる環境を整えていくために多様な働

き方の実現に取り組んでいます。従業員の声も確認しながら、人事制度の

整備や祝日出勤日における企業内保育所・学童保育といった両立支援策

を導入・拡充しています。

肯定的回答率：

51%
肯定的回答率：

47%
肯定的回答率：

49%
肯定的回答率：

70%

2030年目標2027年3月期2026年3月期2025年3月期

エンゲージメントサーベイの結果推移
 肯定的　  中立的　  否定的

前年差：+2pt 前年差：+2pt
開始時比：+4pt
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主要な活動の状況

安全・健康への取り組み

労働安全衛生
体制と取り組み   
　いすゞグループの安全推進活動は、取締役社長CEOを最高責任者とし、

CRMO（Chief Risk Management Officer）が取りまとめる体制で推進し

ています。審議機関である「安全推進特別委員会」の活動状況は、経営会

議および取締役会に報告されています。また、各事業所では月1回「安全衛

生委員会」を開催し、労働安全・交通安全・健康管理、職場環境の改善な

どについて労使間で議論を重ねています。さらに、事業のグローバル化にと

もない、海外関連会社に対しては国内の災害情報の配信や会議体設定によ

る情報共有のもと、指導を行っています。

重大災害防止の取り組み   
　いすゞグループでは、過去、工場地区および販売会社の整備工場におい

て、従業員の尊い命が失われる重大災害が発生しました。いすゞグループ

は、これらの重大災害を教訓とし、風化させないため「安全の日」を定め、

全従業員が安全の重要性を再確認し、

覚悟を新たにしています。2026年4月
には、山口CEOが安全メッセージ動画

をグループ全従業員へ発信したほか、

「職場のルール遵守」をテーマに各職

場で「安全対話」を実施しました。役

員は安全伝承館での追悼・慰霊の後、

工場やグループ企業での安全コミュニ

ケーション活動に参加しました。

リスク評価の取り組み   
　いすゞでは災害リスク低減のため、新規設備・新規化学物質の導入時に

は、使用・計画・安全衛生の各部署が協力してリスク評価を行っています。

既存の使用プロセスでも、職場巡視や安全パトロールにより不安全状態・

不安全行動を確認・改善し、安全な職場づくりを進めています。

  労働安全衛生への取り組み内容については、サステナビリティWebサイト「労働安全衛生」分

野ページをご参照ください。

　人財戦略をはじめ、すべての事業活動の基盤となる安全の確保と健康の維持・増進に、全社を挙げて取り組んでいます。

取締役会／経営会議

安全推進特別委員会

事業場安全衛生委員会

各事業部門

国内／海外グループ会社／構内常駐企業

CRMO 安全健康推進部

健康経営
健康宣言   
　従業員一人ひとりが心身ともに健康であること、そして安全・安心でやり

がいを持っていきいきと働ける環境であることこそ、いすゞの事業活動の基

盤です。「安心×斬新」で世界を進化させるイノベーションリーダーであるた

めには、心身の健康は不可欠であり、いすゞは従業員の健康意識向上や取

り組みを支援します。また、個人の健康保持・増進に加え、やりがいを持っ

て働くことができ、従業員と会社がともに成長し続ける関係性を築き上げる

ことを目指し、「健康経営」に積極的に取り組むことを宣言します。

代表取締役 取締役社長CEO
山口 真宏

体制   

推進最高責任者 代表取締役 取締役社長CEO 山口 真宏

推進責任者 担当役員

推進主体 安全健康推進部（産業保健スタッフ含む）

　各部門への展開にあたっては、各地区安全衛生委員会の委員（部長級）

を通じて情報共有・連携を図ります。また、いすゞ病院、健康保険組合、労

働組合とも連携し、全社一体となって施策を実施します。

  健康経営への取り組み内容については、サステナビリティWebサイト「健康経営」分野ページ

をご参照ください。
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TOPICS  現場起点のDXでお客様への安定供給を支える

　AIとデータを活用し、販売・生産・在庫を横断する需給調整業務

の高度化を進めています。需給調整に必要な各種情報をAIで照合

し、計画の充足状況や制約理由を見える化する仕組みを検証してい

ます。さらに、制約を踏まえた割付やアラートにより、担当者が状況

を早期に把握し、代替案を検討しやすい環境を整えます。今後は、事

業環境の変化が生産・供給に及ぼす影響を早期に捉え、迅速な対応

につなげていきます。

　商用車業界は、ドライバー不足やカーボンニュートラルへの対応に

加え、コネクテッドや自動運転技術の進展により、大きな転換期を迎

えています。商用車メーカーには、高品質な車両の提供にとどまらず、

ソフトウェアやデータを活用し、お客様の事業や車両運用を支える新

たな価値の創出が求められています。

　一方、労働力不足や熟練人財の減少が進む中、限られた人財で持

続的な成長を実現することも重要な課題です。デジタル技術で生産性

を高め、人がより創造的で付加価値の高い業務に集中できる環境を整

える必要があります。

　いすゞグループは、DXを競争力の強化と新たな価値創出を支える経

営基盤と位置づけ、AIとデータを中核に全社的な業務改革を進めてい

ます。汎用AIツールを全社展開するとともに、現場の課題に応じたAI
エージェントを自ら企画・開発し、幅広い業務で活用しています。資料

作成や情報検索をはじめとする各種業務の効率化・自動化を進め、 

DX戦略

社員が本来価値を生み出す業務に、より多くの時間を振り向けられる

環境づくりに取り組んでいます。

　重要なのは、AIを導入すること自体ではなく、現場の知見とデジタル

技術を融合し、業務プロセスそのものを変革することです。現場部門と

デジタル人財が一体となり、効果検証を重ねながら全社へ展開する現

場起点のアプローチが、いすゞグループのDXの特長です。

　私たちが目指すDXは、業務効率化にとどまりません。業務改革を通じ

て蓄積されるデータやデジタル活用の知見を生かし、お客様への新たな

価値創出や事業変革へと発展させていきます。商用車ビジネスが車両中

心からライフサイクル全体で価値を提供する時代へと変化する中、データ

とAIは、より安全で効率的な物流や社会インフラを支える基盤となります。

　こうした取り組みを通じて、人とデジタルが協働する新しい企業の姿

を実現し、社会やお客様とともに持続的な企業価値の向上を目指して

まいります。

　いすゞグループは、DXを競争力強化と新たな価値創出を支える経営基盤と位置づけています。AIとデータ活用を中核として全社の業務改革を 
進めるとともに、その成果を将来の事業変革へつなげることを見据え、取り組みを推進しています。

CDXO MESSAGE

取締役
常務執行役員
CSO／CDXO

 村上 昇

需要・生産能力・制約・在庫情報をAIで照合し、計画判断を支援

© 2026 Palantir Technologies Inc.

従来（手作業・分散）

現在（AIで見える化・迅速化）

需要情報

生産能力

部品・工数の制約

在庫状況

需要情報

生産能力

部品・工数の制約

在庫状況

担当者が確認・調整し、
計画を組み替え

状況を早く把握し、
代替案を検討

お客様への
迅速な対応

時間がかかる
説明にも工数が必要

・充足状況の見える化

・制約理由の特定

・割付・アラート

持続的な企業価値向上

お客様への 
新たな価値創出

いすゞグループの 
競争力強化

DX：事業変革

AI・
データ

AI

いすゞの概要 CEOメッセージ いすゞの価値創造ストーリー 中長期戦略
持続的な成長を支える

経営基盤
ガバナンス 財務・非財務パフォーマンス 52いすゞ自動車株式会社  統合報告書  2026



サステナビリティの推進

　いすゞでは、サステナビリティ委員会を中心としたサステナビリティの推進体制を整備しています。本委員会において、サステナビリティに関する取り組み方針・計画、活動の進捗、重要事項等について審議・報告を行うこと

で、グループ全体でサステナビリティ活動を推進しています。変化する社会動向や社会からの期待を中長期的な事業活動に反映させることで、社会と企業の持続的成長を実現していきます。

推進体制
　いすゞは、グループ全体でサステナビリティを推進するため、各領域の担

当役員を常任委員とするサステナビリティ委員会を設置しています。2027
年3月期からは取締役社長が委員長を務め、経営主導での推進を強化して

います。委員会は定期的に（年4回以上）開催し、サステナビリティに関わる

事項を審議しており、必要に応じて経営会議・取締役会へ報告します。傘下

には環境・社会の専門部会とサステナビリティ情報開示部会を設置して個

別課題について議論を行っているほか、グループサステナビリティ連絡会で

連結子会社と情報を共有しています。

サステナビリティ委員会 2026年3月期実績
開催回数：6回
主な議題：  • 環境ロードマップの推進についての審議・報告 

• 人権デュー・ディリジェンス進捗報告  
• サステナビリティ情報開示の動向と対応 
• 各部会の活動報告

サステナビリティ情報を経営に活かし、企業価値向上へ
　いすゞは、サステナビリティ情報開示を単なる制度対応ではなく、企業価

値向上に向けた経営基盤強化の取り組みとして位置づけています。サステ

ナビリティ情報は、事業活動を通じて生じる環境・社会への影響や、外部環

境の変化に伴うリスク・機会を把握し、中長期的な企業価値への影響を理

解するための重要な基盤であると認識しています。

　このような考えのもと、サステナビリティ委員会の傘下に関連各部門が

参画する「サステナビリティ情報開示部会」を設置し、バリューチェーン全体

を対象とした重要な影響・リスク・機会（IRO）の特定を進めてきました。

IROの検討にあたっては、各部門の知見を活用するとともに、投資家の皆様

やお取引先様をはじめとするステークホルダーとの対話を通じてその妥当

性を確認しています。また、特定した重要な IROについては、戦略、推進体

制、KPIとの関連性を整理し、長期的な企業価値とのつながりを明確にして

いきます。

　今後も、特定したIROに関する戦略やKPIの整備を進めるとともに、その

取り組みや成果をわかりやすく開示することで、ステークホルダーとの対話

を深め、持続的な企業価値向上につなげていきます。

　いすゞ は、サステナビリティに関す

る重要課題への対応を経営レベル

でより一層強化するため、2026年4
月より、代表取締役社長CEOであ

る私がサステナビリティ委員会の委

員長を務める体制としました。これ

は、サステナビリティを個別施策に

とどめず、経営の意思決定、事業戦略、資源配分、リスクマネジ

メントと統合し、グループ全体で推進するためのものです。

　いすゞグループは、経営理念体系「 I SU Z U  ID」に掲げる

PURPOSE（使命）である「地球の『運ぶ』を創造する」のもと、お客

様やパートナーの皆様とともに、新たな「運ぶ」の価値を創造して

いきます。その実現に向けては、気候変動への対応や人権尊重を

はじめとする社会課題と真正面から向き合うことが不可欠です。

　私は、これらの課題への対応を、企業の責任であると同時に、新た

な価値を創造し、成長していくための原動力と捉えています。環境、社

会、ガバナンスの課題が相互に関係し、複雑さを増す中にあっても、こ

れを変革の契機と捉え、事業を通じた解決に取り組んでまいります。

　今後もステークホルダーの皆様との対話を重ね、社会からの

期待や要請を的確に捉えながら、企業価値の向上と持続可能な

社会の実現に貢献してまいります。

代表取締役 取締役社長CEO
サステナビリティ委員長 
山口 真宏
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事業系CN※推進部会

製品系CN※推進部会

環境管理推進部会

社会性推進部会

サステナビリティ情報開示部会

資源循環推進部会

M
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※ CN：カーボンニュートラル
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サステナビリティの取り組み
①環境ビジョン2050  
　いすゞは、2020年3月に「いすゞ環境長期ビジョン2050」を策定し、

2050年の目指すべき姿を定めました。環境重点4課題（気候変動対策、 
資源循環推進、環境リスク予防／対策、生物多様性保全）を設定し、5つの

Aspirationの実現を目指しています。その通過点として、2030年までの目

標「2030チャレンジ」と行動計画「グローバルアクション」からなる「2030
環境ロードマップ」を作成し、事業活動全体でGX（グリーントランスフォー

メーション）を推進しています。

②気候変動   
　気候変動による自然災害は社会に大きな影響を及ぼしているため、気候

変動対応は喫緊に解決すべき最重要課題として世界の共通認識となってい

ます。いすゞ は「いすゞ 環境長期ビジョン2050」のAspirationに「事業活動

から直接排出されるGHGゼロ」「製品ライフサイクル全体でGHGゼロ」を

掲げ、気候変動への対応をさらなる成長の機会と捉え、取り組みを推進し

ています。マルチパスウェイ戦略により、物流を維持しながらカーボンニュー

トラルの実現を進めるとともに、事業活動から直接排出されるGHGの削減

にも取り組んでいます。2021年にはTCFD提言に賛同し、シナリオ分析を

通じて気候変動への対応を踏まえた事業戦略の策定を進めています。

③人権   
　いすゞは、いすゞグループ人権方針のもと、OECDや日本政府が策定した

人権に関するガイドラインなどを参考に人権デュー・ディリジェンスのプロセ

ス構築を進めています。2024年3月期に実施した人権リスク評価の結果を

踏まえ、優先的に取り組む人権テーマとして以下の2項目を特定しました。現

在は、これらの優先テーマを中心に、人権尊重の取り組みを推進しています。

優先テーマ1：サプライチェーンの外国人労働者問題

優先テーマ2： バリューチェーンにおける人権課題と取り組みの管理

④サプライチェーン・マネジメント   
　お取引先様とサステナビリティに関する価値観を共有するため、「いすゞ

グループサプライヤーサステナビリティガイドライン」を制定しています。

SAQ※、実地調査などでコミュニケーションを図り、サプライチェーンのリス

ク低減に取り組んでいます。

サステナビリティの推進

サステナビリティに関する取り組み状況の調査の考え方

いすゞグループサプライヤーサステナビリティガイドライン
（すべてのお取引先様）

※ SAQ：Self Assessment Questionnaire

※ DD：デュー・ディリジェンス

SAQによる取り組み状況のアセスメント
（主要なお取引先様：支払額の99%）

実地調査／ヒアリング実施
（SAQでリスクが明らかになったお取引先様）

いすゞ 環境長期ビジョン2050 2030環境ロードマップ

Aspiration 2030チャレンジ

   事業活動から直接排出 
されるGHGゼロ

・ 2030年までにCO2排出量※を 
2014年 3月期比で50%削減します 
※ Scope1＋Scope2

   製品ライフサイクル 
全体でGHGゼロ

・ 多様なニーズに応えるCN車両の 
ラインアップを揃えていきます

   廃棄物・廃棄車両の 
再資源化率100%

・ 循環経済の実現に向けた活動を 
推進します

   安心・安全な操業、 
製品を追求

・ 環境経営基盤とサプライヤー 
エンゲージメントを強化します

   地域本来の 
生物多様性を保全

・ 各地域固有の生物多様性保全活動を 
推進します

 Scope1　  Scope2　
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GHG排出量（Scope1+2）の推移
（千t-CO2e）

注1. 算定範囲：いすゞ自動車株式会社＋国内・海外連結子会社60社
注2.  基準年排出量はGHGプロトコルに準じた遡及的再計算を行う場合があります。
注3.  2026年3月期実績については集計作業中の会社も算定範囲に含んでいるため、暫定値と

なります。

   具体的な取り組み内容については、サステナビリティWebサイトをご参照ください。   
①・②：「環境」分野ページ  
③：「人権」分野ページ  
④：「サプライチェーン・マネジメント」分野ページ

50%削減

人権デュー・ディリジェンス中長期計画

2028～2030年3月期
DDのPDCAサイクルの
実践・進化フェーズ

2025～2027年3月期
グループ内DD仕組み

展開フェーズ

2023～2024年3月期
いすゞ DD※仕組み

構築フェーズ
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